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事実の概要

　１　被告人が関与したと疑われていた一連の窃
盗事件に関連して、平成 25 年 5 月から同年 12
月までの約 6 か月半の間、被告人と共犯者のほか、
被告人の知人女性も使用する蓋然性があった自動
車等合計 19 台に、無承諾かつ無令状で GPS（全
地球測位システム）端末を装着し、位置情報を把
握して監視・追尾等を行う GPS 捜査が実施され
た（以下、「本件 GPS 捜査」と呼称。）。

　２　第一審の証拠決定である大阪地決平 27・6・
5（判時 2288 号 134 頁②事件）（以下、「本件 6 月決定」
と呼称。）は、本件 GPS 捜査について、ラブホテ
ルの駐車場等、「プライバシー保護の合理的期待
が高い空間に係る位置情報」が複数回取得されて
いること、失尾した際の位置情報取得の範囲が公
道に限定されないこと等を理由に、「対象車両使
用者のプライバシー等を大きく侵害する」強制処
分であり、検証許可状（刑訴法 218 条 1 項）によ
らずに行われた本件 GPS 捜査が違法であると判
断した。また、本件 6 月決定は、令状請求の検
討を怠り、長期間無令状で本件 GPS 捜査を続け、
その実施状況を秘匿する等、「令状主義の精神を
没却するような重大な違法」があるとして、本
件 GPS 捜査によって直接得られた証拠と密接に
関連する証拠の証拠能力を否定した。ただし、第
一審の本案判決である大阪地判平 27・7・10（判
時 2288 号 144 頁）は、本件 GPS 捜査の違法性を

被告人に有利な情状事実として考慮することはで
きないとして、その他の証拠に基づき被告人を有
罪と認定した。これに対して、被告人側は、本件
GPS 捜査が刑訴法上の検証に該当せず、強制処分
法定主義に違反する処分であり、令状の有無を問
わず実施しえないこと等を理由に控訴した。

　３　控訴審の大阪高判平 28・3・2（判タ 1429
号 148 頁）は、本件 GPS 捜査によって取得された
情報が対象車両の所在位置に限定され、プライバ
シーの侵害の程度は必ずしも大きいものではな
かったこと、仮に本件 GPS 捜査が強制処分に該
当し、無令状でこれを実施した点について違法と
解する余地がないわけではないとしても、重大な
違法があったとまではいえないこと、GPS 捜査が
強制処分法定主義に反し令状の有無を問わず適法
に実施しえないものと解することも到底できない
こと等を理由に、被告人の控訴を棄却した。その
ため、これを不服とした被告人側が上告した１）。

判決の要旨

　１　「GPS 捜査は、……その性質上、公道上の
もののみならず、個人のプライバシーが強く保護
されるべき場所や空間に関わるものも含めて、対
象車両及びその使用者の所在と移動状況を逐一把
握することを可能にする。このような捜査手法
は、個人の行動を継続的、網羅的に把握すること
を必然的に伴うから、個人のプライバシーを侵害
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し得るものであり、また、そのような侵害を可能
とする機器を個人の所持品に秘かに装着すること
によって行う点において、公道上の所在を肉眼で
把握したりカメラで撮影したりするような手法と
は異なり、公権力による私的領域への侵入を伴う
ものというべきである。」

　２　「憲法 35 条……の保障対象には、『住居、
書類及び所持品』に限らずこれらに準ずる私的領
域に『侵入』されることのない権利が含まれるも
のと解するのが相当である。そうすると、……合
理的に推認される個人の意思に反してその私的領
域に侵入する捜査手法である GPS 捜査は、個人
の意思を制圧して憲法の保障する重要な法的利益
を侵害するものとして、刑訴法上、特別の根拠規
定がなければ許容されない強制の処分に当たる

（最高裁昭和……51 年 3 月 16 日第三小法廷決定・
刑集 30 巻 2 号 187 頁参照）とともに、一般的に
は、現行犯人逮捕等の令状を要しないものとされ
ている処分と同視すべき事情があると認めるのも
困難であるから、令状がなければ行うことのでき
ない処分と解すべきである。」

　３　「GPS 捜査は、……対象車両に GPS 端末を
取り付けることにより対象車両及びその使用者の
所在の検索を行う点において、『検証』では捉え
きれない性質を有することも否定し難い。……
GPS 捜査は、……GPS 端末を取り付けるべき車両
及び罪名を特定しただけでは被疑事実と関係のな
い使用者の行動の過剰な把握を抑制することがで
きず、裁判官による令状請求の審査を要すること
とされている趣旨を満たすことができないおそれ
がある。さらに、GPS 捜査は、……事前の令状呈
示を行うことは想定できない。」
　「GPS 捜査について、刑訴法 197 条 1 項ただし
書……に当たるとして同法が規定する令状を発付
することには疑義がある。GPS 捜査が今後も広く
用いられ得る有力な捜査手法であるとすれば、そ
の特質に着目して憲法、刑訴法の諸原則に適合す
る立法的な措置が講じられることが望ましい。」

（ただし、本件最高裁判決は、被告人の量刑について
は第一審、原判決の判断を維持し、上告を棄却した。）

判例の解説

　一　GPS 捜査の経緯と下級審の動向
　2006 年 6 月に、警察庁は、GPS 捜査が令状を
必要としない任意処分であるとする「移動追跡装
置運用要領の制定について」と題した通達と「移
動追跡装置運用要領」を発出し、これらに基づい
て各地で GPS 捜査が実施されてきた２）。
　GPS 捜査に関する下級審の判断は分かれてい
た３）。(a) 適法とした事例としては、本件の共犯
者 1 名をめぐる大阪地決平 27・1・27（判時 2288
号 134 頁①事件）のほか、広島地判平 28・2・16

（2016WLJPCA02166006）と控訴審の広島高判平
28・7・21（LEX/DB25543571）、福井地判平 28・
12・6（LEX/DB25544761）があげられる。(b) 違法
としたが、証拠能力を認めた事例としては、名古
屋地判平 27・12・24（判時 2307 号 136 頁）と控
訴審の名古屋高判平28・6・29（判時2307号129頁）、
東京地決平 28・12・22（LEX/DB25544851）があ
げられる。(c) 違法とした上で、証拠能力を否定
した事例としては、本件 6 月決定と水戸地決平
28・1・22（判例集未登載）がある。

　二　GPS 捜査の問題点
　犯罪捜査は任意処分と強制処分に区分される。
刑訴法 197 条 1 項ただし書きによれば、強制処
分は、刑訴法に特別の規定がなければ、これを行
うことはできない（強制処分法定主義）。また、憲
法 35 条の令状主義に基づき、同 33 条の場合を
除き、事前に裁判官の発する令状が必要とされる。
　有力説によれば、強制処分とは「重要な

4 4 4

権利・
利益に対する実質的な

4 4 4 4

侵害ないし制約４）」を意味
し、プライバシーの権利・利益は、強制処分性を
判断する上で重要な考慮要素となる５）。
　GPS 捜査は、尾行や張り込み、撮影等と異なり、
低コストで、公的・私的領域を問わず、高い精度
の位置情報を継続的かつ容易に取得することがで
きる。そのため、こうした位置情報を大量に集積
して分析することによって思想信条等を含むプラ
イバシーが侵害されうる危険（いわゆる「モザイ
ク理論」）が指摘されている６）。さらに、公的領域
であってもプライバシーの保障が失われるわけで
はなく、無令状の GPS 捜査が、令状が必要とさ
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れる GPS 機能付き携帯電話の位置情報取得や通
信傍受等と比較して均衡を欠くといった批判がな
されてきた７）。

　三　GPS 捜査によるプライバシーの侵害
　自動車の位置情報については、基本的に「プラ
イバシーの主観的期待」が認められるにとどまる
とする見解がある８）。他方、GPS 捜査の特質は公
的・私的領域を問わず位置情報を常時取得可能な
点にあるので、GPS 捜査を尾行等と同視し、道路
等の公的領域ではプライバシーの期待が失われる
とする従来の公的・私的領域の二分論では十分対
処できないとする有力な見解が主張されている９）。
　ただし、これらの見解は必ずしも対立している
わけではなく、「位置情報を長期的・継続的に集
積する場合には秘匿性の高い情報（固有情報）と
なりうる」とする点ではそれほど差異のないこと
が指摘されている 10）。また、アメリカ合衆国では、
令状に違反した GPS 捜査が不合理な捜索、逮捕、
押収を禁止する合衆国憲法修正 4 条に違反する
と判断した 2012 年の Jones 判決 11）以降、長期に
わたって大量の位置情報を集積することの危険性
を説く「モザイク理論」が注目されている 12）。
　本件最高裁判決は、「公道上のもののみならず、
個人のプライバシーが強く保護されるべき場所や
空間に関わるものも含めて、対象車両及びその使
用者の所在と移動状況を逐一把握することを可能
にする」等の GPS 捜査の特質を明確に指摘して
おり、GPS 捜査が尾行等の従来型の捜査と異なる
ことを強調する有力学説や、本件 6 月決定の趣
旨を踏まえた部分 13）があるといえよう。

　四　憲法 35条との関連
　憲法 13 条はプライバシーの一般的保障であり、
同 35 条はその特定態様を保障したものであると
される 14）。
　35 条については、これを「実体的な権利・自
由の保障」であると理解した上で、「その保障を
解除し、合憲的な侵害を許すための手続要件」と
して令状主義を位置付ける見解 15）がある。ま
た、35 条の主眼は、「強制的な情報収集からの保
護」という点にあり、「有体物ではない情報の収
集、例えば容貌撮影、指紋採取、DNA 鑑定、動

画・音声の録取にも令状主義が及ぶ 16）」とする
見解や、同条の保護法益には「個人のプライヴァ
シーという無形の権利ないし価値 17）」が含まれ
るとする見解が主張されている。これらの見解は、
GPS 捜査の強制処分性や法的統制を検討する上で
示唆に富む。
　GPS 捜査のあり方に応じて任意処分と強制処分
を区別することの困難性 18）や、35 条が「情報の
濫用的収集・利用を通じた、為政者による弾圧の
危険を懸念して起草されたこと」に鑑みて、GPS
捜査は強制処分に該当し、「令状主義のような厳
格な法的規制が行われるべき 19）」とする見解が
妥当であろう。
　それゆえ、本件最高裁判決が、35 条には、「住
居、書類及び所持品」に準ずる「私的領域に『侵

4 4 4 4 4 4

入』されることのない権利
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

が含まれる」（傍点筆
者）として、本件 GPS 捜査を強制処分であると判
断したことは評価に値する。また、本件最高裁判
決が位置情報という情報プライバシーの保護につ
いて、13 条や 31 条ではなく、令状主義の観点か
ら 35 条を適用したことも注目される 20）。ただし、
無体物も 35 条の保護の対象に含める柔軟な解釈
に対しては、同条が念頭に置いているのはあくま
でも有体物であるとする立場 21）からの批判もあ
りえよう。

　五　GPS 捜査の法的統制とその課題
　本件補足意見は、「裁判官の審査を受けて GPS
捜査を実施することが全く否定されるべきもので
はない」とする。しかし、「多数意見を前提とす
る限り、捜査機関が GPS 捜査を実施する可能性
はほぼなくなったといわざるを得ない」との指摘
がなされる 22）。今後、GPS 捜査の法的統制 23）に
ついて、取得情報の管理のあり方を含めて、解釈
論と立法論の双方の観点から早急に検討を行う必
要があろう。

●――注
１）本件訴訟の経緯と弁護活動については、亀石倫子「捜

査による位置情報の取得と弁護」刑事法ジャーナル 48
号（2017 年）77 頁、高平奇恵「GPS 装置による動静監
視と弁護」刑弁 89 号（2017 年）96 頁を参照。

２）GPS 捜査要領の概要については、日本弁護士連合会「GPS
移動追跡装置を用いた位置情報探索捜査に関する意見
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書」（2017 年 1 月 19 日）（https://www.nichibenren.or.jp/
library/ja/opinion/report/data/2017/opinion_170119_03.
pdf（2017 年 5 月 11 日閲覧））を参照。

３）本件を含めた GPS 捜査をめぐる下級審の動向を整理し
たものとして、中谷雄二郎「位置情報捜査に対する法的
規律」刑事法ジャーナル 48 号（2016 年）48 頁、太田茂「GPS
捜査による位置情報の取得について」刑事法ジャーナル
48 号（2016 年）61 頁、池亀尚之「GPS 捜査――近時の
刑事裁判例の考察と法的問題点の整理」愛大 209 号（2016
年）77 頁、青葉憲一「GPS 捜査の適法性に関する最高
裁判断を前に――裁判例を中心とした考察」捜研 793 号

（2017 年）5 頁、堀田尚徳「裁判例における強制処分と
GPS 捜査」北法 67 巻 5 号（2017 年）59 頁等を参照。

４）井上正仁『強制捜査と任意捜査〔新版〕』（有斐閣、2014 年）
12 頁。

５）GPS 捜査の法的性質について、学説・判例は、①任意
処分説、②任意処分にも強制処分にもなりうるとする二
分説、③強制処分説に大別される。さらに、③は、検証
として実施可能とする説と、現行法では実施不可能とす
る説に分類される。中谷・前掲注３）50～51 頁、55～60 頁、
太田・前掲注３）68～72 頁、田淵浩二「判批」判評 693
号（2016 年）28～30 頁、三島聡「GPS 装置による動静
監視の解釈論的検討」刑弁 89 号（2017 年）116～118 頁、
井上正仁「GPS 捜査」井上正仁ほか編『刑事訴訟法判例
百選〔第 10 版〕』（有斐閣、2017 年）66 頁等を参照。

６）稻谷龍彦「情報技術の革新と刑事手続」井上正仁＝酒
巻匡編『刑事訴訟法の争点』（有斐閣、2013 年）40～41
頁、宮下紘「GPS を使用した捜査の合憲性」『平成 27 年
度重要判例解説』（有斐閣、2016 年）13 頁、尾崎愛実「装
着型 GPS 捜査とプライバシー――情報プライバシー侵害
の段階的分析を通じて」法学政治学論究 111 号（2016 年）
39 頁等を参照。

７）宮下・前掲注６）13 頁、指宿信「GPS 利用捜査とその
法的性質――承諾のない位置情報取得と監視型捜査をめ
ぐって」法時 87 巻 10 号（2015 年）58～61 頁等を参照。

８）清水真「GPS と捜査」法教 427 号（2016 年）42 頁。また、
同 43 頁は、「モザイク理論」を踏まえつつも、GPS 捜査
による取得情報の扱いについて、「目的外使用の禁止を
別途考慮すれば足りる」のではないかと指摘する。

９）指宿・前掲注７）62～64 頁、大野正博「GPS を用い
た被疑者等の位置情報探索」高橋則夫ほか編『曽根威彦
先生・田口守一先生古稀祝賀論文集（下巻）』（成文堂、
2014 年）510～515 頁、尾崎愛美「GPS 監視と侵入法理・
情報プライバシー――アメリカ法からのアプローチ」刑
弁 89 号（2017 年）106 頁等を参照。

10）羽渕雅裕「位置情報とプライバシー――GPS 捜査に関
する二つの大阪地裁決定を契機として」法学雑誌 62 巻
3 ＝ 4 号（2016 年）342 頁。同 338～342 頁も参照。

11）United States v. Jones, 132 S. Ct. 945 (2012). 同判決につ
いては、土屋眞一「捜査官が GPS により公道を走る被疑
者の車を監視することは、違法な捜索か？――最近のア

メリカ合衆国連邦最高裁判決」判時 2150 号（2012 年）
3 頁、柳川重規「捜査における位置情報の取得――アメ
リカ法を踏まえて」刑事法ジャーナル 48 号（2016 年）
30 頁等を参照。

12）尾崎・前掲注９）104～105 頁、106～107 頁、柳川・
前掲注 11）33～36 頁等を参照。

13）この点について、井上・前掲注５）67 頁は、「公権力
による個人情報の大量取得に伴う危険を視野に入れつつ
も、プライバシー強保護空間に係るプライバシーの侵害
という点に核心を求めることにより、従来型の手法との
差別化を図り、GPS 捜査の強制処分性を導いたのではな
いか」と指摘する。

14）高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第 4 版〕』（有斐閣、
2017 年）148～150 頁、290 頁を参照。

15）大石眞『憲法講義Ⅱ〔第 2 版〕』（有斐閣、2012 年）104 頁。
16）渋谷秀樹『憲法〔第 3 版〕』（有斐閣、2017 年）239 頁。
17）井上・前掲注４）62 頁。また、井上・前掲注５）66～

67 頁も参照。
18）田淵・前掲注５）28～29 頁。有力な任意処分・強制処

分二分説として、中谷・前掲注３）55～57 頁等を参照。
19）稻谷・前掲注６）41 頁。
20）宇藤崇「捜査のために GPS を使用することの適否につ

いて」法教 440 号（2017 年）152 頁は、本件最高裁判
決について、「強制処分性判断と令状主義との関わりを
より明確にした」と指摘する。

21）市川正人『基本講義　憲法』（新世社、2014 年）169 頁、
198 頁を参照。

22）前田雅英「広域窃盗事犯の尾行と GPS を用いた追
跡 捜 査 」WLJ 判 例 コ ラ ム 特 報 101 号（2017 年 ）6 頁

（2017WLJCC009）。また、井上・前掲注５）67～69 頁
を参照。

23）三島・前掲注５）118～122 頁、山本龍彦「監視捜査
における情報取得行為の意味」法時 87 巻 5 号（2015 年）
63～64 頁、緑大輔「監視型捜査における情報取得時の
法的規律」法時 87 巻 5 号（2015 年）66～69 頁、笹倉
宏紀「捜査法の思考と情報プライヴァシー権――『監視
捜査』統御の試み」法時 87 巻 5 号（2015 年）74～77
頁等を参照。

＊付記　脱稿後、伊藤雅人＝石田寿一「判解」ジュリ
1507 号（2017 年）106 頁に接した。
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